
１　総括

(1)人件費の状況（普通会計決算）

(2)職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

      ２　職員数は、28年4月1日現在の人数である。

(3) 特記事項

なし

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

28年度

28年度
1,307,500330 185,479

区　　分

人

（参考）

給与費 B/A

　　　　　　Ｂ

一人当たり

Ｂ／Ａ

人 件 費 率

11.6

27の人件費率　　　　　　Ａ

11.72,945,288

　　計　　Ｂ

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

給　 料 期末・勤勉手当

592,138

　　　　　　　　　　　％　　　　　千円

　　　　　千円

2,005,956 6,079

千円 千円

45,874 25,297,834

職員手当　　　　　　Ａ

千円

住民基本台帳人口

　　　　　（27年度末）

職員数

歳 出 額

　　　　　　　千円

いなべ市の給与・定員管理等について

区　　分

　　　　　千円

人 件 費

　　　　　　％

(参考)類似団体平均

一人当たり給与費

人　

実 質 収 支

512,977

千円 千円

5,644

H26.4.1

100.9 

H26.4.1

97.8 

H26.4.1

98.6 

H27.4.1

100.0 
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101.2

H28.4.1

97.0

H28.4.1

99.1

H29.4.1
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99.1

90.0
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105.0

110.0

いなべ市 類似団体平均 全国市平均
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２　一般行政職給料表の状況（29年4月1日現在）

３　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（29年4月1日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

※類似団体数値は、29.4.1現在

　　　　②技能労務職

（注）うち用務員の民間（Ｄ）のデータは、全国計である。

（注）１　「平均給料月額」とは、29年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤　　　　　 

　　　　務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明ら

　　　　かにされているものである。　

　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には通勤手当、時間外勤務

　　　　手当及び特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで

　　　　再計算したものである。

（2) 職員の初任給の状況（29年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円

円 円

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（29年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

292,100

（国ベース）

―

269,000

最高号給の
給料月額

252,000

区　　分

347,677

―

三重県

338,500いなべ市

平均年齢

区　　　　分

一般行政職 311,600

経験年数20年

336,200235,300

大　学　卒

中　学　卒

経験年数１５年

国 43.6

44.8

330,531

―

276,600高　校　卒

260,507円

平均給与月額

443,324

178,200

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成25～27年の３ヶ年平均）

1.40うち学校給食員

406,054円

286,833円

平均年齢

―

―

――

43.7

※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては前年度に

１級 ２級

232,300
１号給の
給料月額

146,000 196,000

385,700 397,700

322,900 367,200

３級

328,360円

―

309,072円 ―

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

―

平均給料月額 平均給与月額

414,900 449,600

265,800

６級５級

308,900 354,700

７級４級

　支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

―

国三重県

189,200
高　校　卒

243,000円

―

―

―

4,676,900 3,333,200

326,387円

区　　分

い　な　べ　市 4,134,984

参考

―

―

―

―

一般行政職 大　学　卒

―

うちその他

高　校　卒

―3,810,000

経験年数１０年

―

― ―

―

いなべ市

160,200
189,200

154,900

年収ベース(試算値)の比較

公務員（Ｃ） 民間（Ｄ） Ｃ／Ｄ

―

146,100154,900

373,300

137,900

区　　　　　分

技能労務職

410,719

391,273

平均給料月額

公　務　員

282,800円

350,574円

職員数
区　　分

平均年齢

調理士

52.0歳 253,400円 255,200円

50.3歳

い　な　べ　市

282,800円うち学校給食員

民　　間

249,300円43.1歳

342,674

― ―

1.16

―

参考

Ａ／Ｂ
平均給与月

額
（Ｂ）

365,570

―

―

412,800

473,300

対応する民間
の類似職種

８級

―

類似団体 42.3 315,453 372,234

三重県 51.5歳

類似団体 50.3歳 21人 296,851円

国 50.6歳

247,789円うちその他 9人

289,350円

平均給与月
額

（Ａ）

平均給与月額
（国ベース）

240,400円52.8歳

―

4人

―

13人

―
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４　等級及び職制上の段階ごとの職員数の状況（29年4月1日現在）

行政職給料表（一）

等級別基準職務表に規定する

基準となる職務

定型的な業務を行う主事の職務

高度の知識又は経験を必要とする業務を

行う主事の職務

１　主任の職務

２　特に高度の知識又は経験を必要とする

業務を行う主事の職務

主幹の職務

課長補佐の職務

次長、課長及び参事の職務

部長の職務

  

（％）（人）（人） （％）

359

5

内　訳 職制上の段階

段階（人）

主事

主任

主事

主任級

主事級

13.1% 課長級

15 4.2% 部長級

8

1

13

1

次長

課長

8.6%

41

5

87

5

1

5.6%

主任保育士

課長補佐

局長

67 18.7%

36

主幹

20

359100.0%

4.2%

課長補佐級

主幹級

67 67 18.7% 主事級

主事級

保育士

1.4%

会計管理者

5

31

19

17

46 12.8%

92 25.6%

1.4%5

31

主事

室長

園長

園長補佐

20

36

2
47

次長級

部長

監査委員事務局長

10.0%

合計

67 18.6%

46 12.8%

92 25.6%

67 18.7%

15

359 100.0%

等級

1級

2級

3級

4級

　5級　

6級

7級

合　計

職名

１級, 1.4% １級, 2.3%
１級, 0.8%

２級, 18.7%
２級, 14.7%

２級, 8.8%

３級, 18.6%
３級, 19.3%

３級, 19.6%

４級, 12.8%
４級, 12.1%

４級, 16.8%

５級, 25.6%
５級, 28.8% ５級, 32.4%

６級, 18.7% ６級, 18.7% ６級, 16.8%

7級 4.2% 7級 4.0% 7級 4.8%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成29年の構成比 1年前の構成比 5年前の構成比
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（2) 昇給への勤務成績の活用状況（いなべ市）

　

　　

５　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（28年度支給割合） （28年度支給割合） （28年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分

（ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

○勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）（いなべ市）

イ． 

ロ． 

　　

１人当たり平均支給額（28年度）

三　重　県い　な　べ　市

＜同　左＞

１人当たり平均支給額（28年度）

役職加算5％～15％

国

2.60

役職加算5％～20％
管理職加算15％～25％

＜同　左＞

―

役職加算5％～20％
管理職加算10％～25％

　職務や職責に応じた業務の目標管理を行い、目標の達成度による「業績」と職務を遂行する「能力」から評価する人
事管理制度を導入している。
　現在、評価結果は昇給への勤務成績に活用していない。今後は評価結果に応じた昇給制度の確立を図っていく。

1,6711,610

1.70

1.45 0.75

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

上位、標準の成績率 ― ○ ― ―

標準、下位の成績率 ―

活用している成績率
支給可能
な成績率

支給実績が
ある成績率

支給可能
な成績率

支給実績が
ある成績率

上位、標準、下位の成績率 ○ ― ― ―

平成29年4月2日から平成30年4月1日
までにおける運用

イ． 人事評価を活用している

活用している昇給区分

上位、標準、下位の区分

上位、標準の区分

標準、下位の区分

標準の区分のみ（一律）

活用予定時期

昇給実績が
ある区分

昇給可能
な区分

昇給実績が
ある区分

管理職員 一般職員

　職務や職責に応じた業務の目標管理を行い、目標の達成度による「業績」と職務を遂行する「能力」か
ら評価する人事管理制度を導入している。
　現在、管理職には勤勉手当への勤務実績を反映している。管理職以外の職員については、評価結果に応
じた勤勉手当制度について人事管理制度検討委員会において検討中である。

― ―

昇給可能
な区分

―

― ― ―

標準の成績率のみ（一律） ― ―

― ○

活用予定時期 ― 検討中

人事評価を活用していない

人事評価を活用している

―

―

―

ロ． 人事評価を活用していない ○

検討中

○

検討中

平成29年度中における運用 管理職員 一般職員

○ ―

4



（2) 退職手当（29年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 定年前早期・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 定年前早期・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

<その他の加算措置> <その他の加算措置>

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、28年度に退職した職員に支給された平均額である。

 (3) 地域手当

（29年4月1日現在）

千円

円

％ 人 ％

※平成21年4月から地域手当の支給を停止している。

 (4) 特殊勤務手当（29年4月1日現在）

千円

　円

　％

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

定年前早期退職特例措置（2%～45%加算）

49.5900 49.5900

大型乗用自動車の運転

国の制度（支給率）

いなべ市職員旅費に関する条例
に定める日当の額

左記職員に対する支給単価

支給実績（28年度決算）

大型自動車運転手当

防疫等業務手当

支給職員１人当たり平均支給年額（28年度決算）

主な支給対象業務主な支給対象職員

３種類

防疫等業務
動物の死骸処理作業

福祉業務手当

職員１人当たり平均支給年額（27年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（28年度決算）

0

社会福祉業務に関する
現業又は指揮監督を行う
業務

支給実績（27年度決算）

福祉事務所に勤務する職員

233

20.4450

支給職員１人当たり平均支給年額（28年度決算） 0

41.3250

34.5825

49.5900

83,549

職員全体に占める手当支給職員の割合（28年度）

29.1450

国

222

78,450

49.5900

49.5900

25.55625

日額680円

29.1450

3,419

定年前早期退職特例措置（2%～45%加算）

0

支給対象職員数

14,898

0

手当の種類（手当数）

手当の名称

支給対象地域

防疫等業務：日額2,000円
死骸処理　　：日額1,000円

4.53

防疫等の業務に従事した職員

41.3250

34.5825

支給実績（28年度決算）

21,761

49.5900

大型乗用自動車の運転に従事した
職員

支給率

―

支給実績（28年度決算） 238

0

25.55625

い　な　べ　市

20.4450
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（6) その他の手当（29年4月1日現在）

円

円

円

円

円

円

円

国
10級一種
139,300円～
4級五種
46,300円

千円同じ 00

単身赴任
手　　　当

同じ

千円

千円 00

公署を異にする異動又は在勤する公署
の移転に伴い、住居を移転し、やむを得
ない事情により、同居していた配偶者と
別居し、単身で生活することを常況とし、
距離制限（60㎞）を満たす職員
　30,000円＋加算額（職員の住居と配偶
者等の住居との間の交通距離に応じて
加算（上限70,000円）する。）

部長・局長級（7級）　　　　　　62,000円
次長級（6級）　　　　　　　　　　58,000円
課長級（6級）　　　　　　　　　　45,000円
保育園長（6級）　　　　　　　　 35,000円
特命監（6級）　　　　　　　　  　24,000円
※部長・局長級（7級）及び課長級の一部
（児童福祉課長、保育課長）は、管轄す
る部署数により加算があります。

81,833

73,874

国
交通用具（自動車
等）利用者
　片道2㎞以上
　の距離区分に
　応じ2,000円
　～31,600円

住居手当

宿日直手当

異なる

扶養手当

通勤手当

609,878千円管理職手当

（28年度決算）

35,871

管理又は監督の職にある職員が臨時又
は緊急の必要性当により週休日又は休
日に勤務した場合に支給
・勤務1回につき管理職手当区分に応じ
て7,000円～10,000円

内容及び支給単価
支給職員１人当たり

千円

交通機関等利用者
　運賃等相当額（支給限度額　55,000
円）
交通用具（自動車等）利用者
　片道2㎞以上の距離区分に応じ
    3,000円～40,700円

【借家、借間】
 　家賃が8,000円を超え20,000円以下
  　　家賃-8,000円

 　家賃が20,000円を超える
　  （家賃-20,000円）×1/2+12,000円
 　支給限度額 　27,000円

【自宅】　　　　        2,700円

異なる

手　当　名

同じ

253,231

144

一般の宿日直　4,200円
特殊な業務を主として
行う宿日直　　　8,400円

平均支給年額
国の制度と異な
る内容

国
6,000円～18,000
円

251,438

国
【借家、借間】
　家賃が12,000円
を超え23,000円以
下
　 家賃-12,000円

　家賃が23,000円
を超え55,000円未
満
　（家賃-23,000
円）
　×1/2+11,000円

　家賃が55,000円
以上
　　27,000円

支給実績
（28年度決算）

配偶者　　　　　 　　　　　　　　10,000円
子　　　　　　　　　　　　　　　　　 8,000円
父母等　　　　　　　　　　　　　　 6,500円
ただし、配偶者のない場合の1人目
　　　　　　　　　　　　 　子  　　 11,000円
　　　　　　　　　　　　　父母等   9,000円
満16歳～満22歳の子の加算
        　　　　　　　　　　　　　　　5,000円

千円12,958

28,900

国の制
度との
異同

千円
管理職員特
別勤務手当

異なる

44,826異なる
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６　特別職の報酬等の状況（29年4月1日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

任期毎

任期毎

任期毎

※類似団体数値は、28.4.1現在

※退職手当の「１期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（4年＝48月）勤めた場合における退職手当の見込額

　 である。

７　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

議 員

　　（28年度支給割合）

390,000

―

区 分

給

料

950,000

512,000

議 員

420,000 449,000

495,000

650,000 ―

76

0

＜参考＞一般行政部門
人口1万人当りの職員数　63.54人

016

37

73

報

酬

750,000

副 市 長
期
末
手
当

平成28年

給　料　月　額　等

副 市 長

794,000

休職予定者に係る補充

政策推進業務の業務増、兼務管理職解消、欠員補充

1

437,500

（1期の手当額）

普
通
会
計
部
門

330

[ 499 ］

365 7

337 7

22

6

42

35

0

09

372

14

＜参考＞
人口1万人当りの職員数　81.4人

0

7

[ 499 ］

980,000

　　　750,000円×48月×0.25

　　（算定方式）

教育部門

　　　　　　4,282,200円

16

税　務

0

5総　務

△ 3民　生

6

42

22

　　　650,000円×36月×0.183

[499］

9

35

12

22

小　計

水　道

295

土　木

議 長

衛　生

　　　　　　9,000,000円

3.25

4

主 な 増 減 理 由
対前年
増減数平成29年

農林水産

　　　950,000円×48月×0.416

その他

計

＜参考＞普通会計部門
人口1万人当りの職員数　83.38人

0

　　　　　18,969,600円

33

288

部課新設による増員、健康推進課業務増、発達支援課業
務増

112

　　　　　　　　区　　分
　部　　門

議　会

職 員 数

4.30

（参考）類似団体における最高／最低額

副 議 長

市 長

528,000

教 育 長

退
職
手
当

市 長

教 育 長

教 育 長

副 市 長

議 長

副 議 長

市 長

合　　計

0

14

0

12

23

107

420,000

　　（28年度支給割合）

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門 小　計

下水道

商　工 6

6

304,000

264,000

（支給時期）

250,000

保育士等減員一
般
行
政
部
門

7



（2)年齢別職員構成の状況（29年4月1日現在）

(3)職員の推移　平成24年度～平成29年度

60歳32歳

39歳27歳 51歳47歳

～

31歳

～

40

381

3540

職員数
1

人

10

-

359

人人

年度　　

44

平成27年度

283

40

平成26年度

人

49

280

39

人

21

～

36歳

39

330

-

普通会計計

-

一般行政 295

平成24年度

296

-

人

-警察

教育

-

-

20

55歳

40歳

～

-

323

人

未満

52歳20歳 28歳24歳

36

359

40

～

20歳 44歳

　　部門別

-

56歳

～ ～

人

370 369

平成29年度

25

23歳

～

43歳

人

総合計

公営企業等会計計

-

341

44

334

消防

45

区　分

35歳

平成25年度

286

36

人 人

319

365

平成28年度

288

42

-

-

330

35

59歳 以上

～

計

人人

6046 37419

48歳

～

43

0

0.05

0.1

0.15

0.2

20
歳

未

満

20
│

23

24
│

27

28
│

31

32
│

35

36
│

39

40
│

43

44
│

47

48
│

51

52
│

55

56
│

59

60
歳

以

上

構成比

5年前の構成比

%
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８　公営企業職員の状況

　(1)　水道事業

  　① 職員給与費の状況

ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

      ２　職員数は、29年3月31日現在の人数である。

イ　 特記事項

なし

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（29年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）１　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

　　　２　事業者の基本給、平均月収については、参考になる資料がないため掲載していない。

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（28年度支給割合） （28年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分

（ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（29年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 定年前早期・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 定年前早期・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

<その他の加算措置> <その他の加算措置>

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、28年度に退職した職員に支給された平均額である。

純損益又は実

91,114

＜同　左＞

10.3

1.70

0.75

％

83,073

　　計　　Ｂ

％

千円

―

40.5

千円

(参考)市町村
（政令指定都市を除く）

給　 料

千円

平　均　年　齢

11.6

総費用に占める

27年度の総費用に占

Ｂ　

25.55625

区　　分

34.5825

　　　　　　区　　分

　質収支

1.45

5,676

1,382

324,818

千円　

3,419

20.4450

１人当たり平均支給額（28年度）

　　　　　千円 千円

期末・勤勉手当

―

17,963

職員給与費比率

　　　　　　Ｂ／Ａ

　　　　　　Ａ

29.1450 34.5825

25.55625

1,610

29.1450

＜同　左＞

職員数

める職員給与費比率

総費用

884,473

　　　　千円

　　　　給与費 　　B/A職員手当

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

一人当たり給与費

千円　

49.5900 49.5900

28年度

事業者

１人当たり平均支給額（28年度）

49.5900

い　な　べ　市

2.60

いなべ市一般行政職

41.3250

職制上の段階、職務の級等による加算措置

41.3250

役職加算5％～15％

Ａ  

区　　分

6,190

514,785

基本給

市町村
（政令指定都市を除く）

44.7 346,797

49,743
28年度

20.4450

- - 21,761

千円

73,785

い な べ 市 449,967

平均月収額

6,079

定年前早期退職特例措置（2%～45%加算）定年前早期退職特例措置（2%～45%加算）

49.5900

人

13

49.590049.5900

いなべ市一般行政職

い　な　べ　市
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ウ　地域手当

（29年4月1日現在）

千円

   円

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（29年4月1日現在）

千円

　円

　％

（注）水道事業では、本手当はありません

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

支給実績（28年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（28年度決算）

支給対象地域 支給率

― ―

支給職員１人当たり平均支給年額（28年度決算）

県内

職員全体に占める手当支給職員の割合（28年度）

支給実績（28年度決算）

―

1,832支給実績（27年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（27年度決算）

―

主な支給対象職員

職員１人当たり平均支給年額（28年度決算） 89

0

―

0

手当の種類（手当数）

13

左記職員に対する支給単価

―

主な支給対象業務

1,151

手当の名称

131

0

0

支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

―

―支給実績（28年度決算）
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カ　その他の手当（29年4月1日現在）  

円

円

円

円

円

円

平均支給年額

千円

支給職員１人当たり
一般行政職の制
度と異なる内容

内容及び支給単価手　当　名

（28年度決算）

一般行
政職の
制度と
の異同

―

交通機関等利用者
　運賃等相当額（支給限
　度額　55,000円）

交通用具（自動車等）利用
者
　片道2㎞以上の距離区
　分に応じ
    3,000円～40,700円

同じ

258,000―

単身赴任
手　　　当

管理又は監督の職にある職員が臨
時又は緊急の必要性当により週休
日又は休日に勤務した場合に支給
・勤務1回につき管理職手当区分に
応じて7,000円～10,000円

公署を異にする異動又は在勤
する公署の移転に伴い、住居
を移転し、やむを得ない事情に
より、同居していた配偶者と別
居し、単身で生活することを常
況とし、距離制限（60㎞）を満た
す職員
　30,000円＋加算額（職員の住
居と配偶者等の住居との間の
交通距離に応じて加算（上限
70,000円）する。）

千円 ―

千円

管　理　職　員
特別勤務手当

同じ ――

44,550

通勤手当

同じ ― ―

管理職手当

―

千円

配偶者　　　　　　　10,000円
子　　　　　　　　　　 8,000円
父母等　　　　　　　 6,500円
ただし、
配偶者のない場合の1人目
　　　　　　子  　　 11,000円
　　　　　　父母等   9,000円
満16歳～満22歳の子の加
算
   　　　　　　　　　　5,000円

部長級（7級）　62,000円
次長級（6級）　　　　  58,000円
課長級（6級）　　　　  45,000円
特命監（6級）　　　　　24,000円
※部長・局長級（7級）は、管轄す
る部署数により加算があります。

千円

610,200

60,369

千円178

同じ

扶養手当

【借家、借間】
 　家賃が8,000円を超え
   20,000円以下
  　　家賃-8,000円

 　家賃が20,000円を
   超える
　  （家賃-20,000円）
　　  ×1/2+12,000円
　支給限度額 　27,000円

【自宅】　　　　     2,700円

同じ

同じ 1,290

住居手当

支給実績
（28年度決算）

―

― 785

2,136
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